














75.2GHz帯自動車内無線LANに関する諸外国動向

各国の利用動向及び検討状況

米 国

• 5.8GHz帯無線LANはDFS機能なしで屋外利用可能なため、自動車内では5.8GHz帯で利用
されている。

• 5.2GHz帯無線LANは、屋外に1000台以上のアクセスポイントを設置する場合はFCCへの
届出が必要であり、1000台未満のアクセスポイントを設置する場合は届出は不要。
5.2GHz帯無線LANは屋外・屋内の両方で利用可能。

韓 国
• 5.2GHz帯無線LANに関しては屋内外の利用に制約なし。
• 5.8GHz帯無線LANはISMバンドとして規定されており、屋内外での利用は可能。

• 米国と同様に5.8GHz帯がDFS機能なしで屋外利用可能。
• 5.2GHz帯無線LANは屋内利用限定の制約があり、WRC-19決議229後の屋外利用開放に関

する検討はまだ行われていない。
中 国

欧 州

• 現在の技術基準
- 最大25ｍW、5150～5250MHzの帯域内で自動車室内での利用が可能。
- 5.8GHz帯についてもe.i.r.p. 25mW以下で利用可能。

• WRC-19の結果を受け、5GHz帯の技術基準等を見直すよう、欧州委員会（EC）から
CEPTに対してMandateが出ている。
CEPTの中のECCがFM57グループ
において、ECC Decision (04)08
という改定案を検討中。

ECC Decision (04)08の概要
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割当周波数等 対象システム 周波数共用
検討の有無 備考

5091～5250MHz 移動衛星システム（Globalstar）
衛星通信(地球から宇宙） 有 自動車内無線LANと周波数重複あり

5150～5250MHz
小電力データ通信システム 無

（注） 自動車内無線LANと周波数重複はあるものの、無線
LAN同士はキャリアセンスにより混信防止を図るため、
検討対象外とする5.2GHz帯高出力データ通信システム 無

（注）

5250～5350MHz 小電力データ通信システム 無
（注）

自動車内無線LANと周波数重複はないものの、隣接す
る無線LAN同士はキャリアセンスにより混信防止を図
るため、検討対象外とする

5250～5372.5MHz 気象レーダー（無線標定） 有
自動車内無線LANと周波数重複はないものの、隣接帯
域となることから、自動車内無線LANの漏洩電力から
の影響を検討

5250~5350MHz 地球探査衛星（能動） 有
自動車内無線LANと周波数重複はないものの、隣接帯
域となることから、自動車内無線LANの漏洩電力から
の影響を検討

注 小電力データ通信システム及び5.2GHz帯高出力データ通信システムには、キャリアセンス機能の実装が要求(無線設備規則第49条の20第3号ヲ
及び令和元年総務省告示第103号)されているため、検討の必要はないと考える

周波数共用の検討周波数範囲 (5.15～5.25GHz)

同一周波数及び隣接周波数に存在する既存無線システム（被干渉無線システム）

5.2GHz帯自動車内無線LANと既存システムとの周波数共用検討
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ITU-R勧告 P.2108によるクラッタ損失

全てのシナリオにおいてITU-R規定の干渉許容値I/N=-12.2dBを満足した。また、総和干渉量に対する車内利用機器から
の寄与分は最大でも0.2dB程度であり、今回想定した条件下では、車内利用による被干渉衛星局への影響は限定的である
ことを確認。

３．周波数共用検討の結論

今後、市場動向が変化する場合等においては改めて検討が
必要になるが、本検討で想定した車内設置無線LAN端末
40mW(e.i.r.p.値)の条件下においては、5.15GHz-5.25GHz
帯での無線LAN端末の車内利用による移動衛星フィーダー
リンクへの有害な干渉はないという結論となった。

４．自動車内無線LANの使用条件

• 車内に設置される無線LAN端末は最大出力
40mW(e.i.r.p.値)とする。

• 自動車内に持ち込まれる無線LAN端末は上記条件を
満し、自動車内無線LANに接続する場合のみ使用可
能とする。

5.2GHz帯自動車内無線LANと移動衛星通信システムとの周波数共用検討

I/N = EIRP - PL - Lbldg. - Lp - Lc - Lb -Lf + G - 10log10(kTB/1mW) 
ここで、
• EIRP = アンテナ利得、人体損失を含めた与干渉端末のe.i.r.p.値(dBm)
• PL = 自由空間伝搬損失(dB)
• Lbldg = 建物もしくは車の遮蔽損失(dB)
• Lp = 偏波識別度(dB)
• Lc = クラッタ損失(dB)
• Lb = 帯域補正(dB)
• Lf = フィーダ損失(dB)
• G = 衛星のアンテナ利得(dBi)
• k = ボルツマン定数= 1.3806488×10-23 (J/K)
• T = 等価雑音度(K)
• B = 帯域幅 (Hz)

２．周波数共用検討結果

Lc = クラッタ損失(dB)Lbldg. 建物もしくは車の遮蔽損失(dB)

ITU-R勧告 P.2109による建物遮蔽損失





















205.2GHz帯自動車内無線LANの制度化に向けた課題

制度化に向けた諸課題

（１）周波数共用条件を担保するための5.2GHz帯自動車内無線LANの使用・運用条件
自動車内無線LANの技術的条件を満足し、かつ、周波数共用条件を担保するための無線LANシス

テムの使用・運用条件は次のとおり。

○自動車内での使用に限る旨を無線設備の見やすい箇所に表示すること。
○自動車内に設置されるか又は自動車の電源から動作電圧を供給されるものに限る。

（２）制度整備に向けた留意点
上記の使用・運用条件を担保するため、無線LANメーカー及び自動車メーカー、さらには関係業

界団体等の協力を得て、制度整備に取り組んでいく必要がある。

また、5.2GHz帯自動車内無線LANシステムは、5.2GHz帯高出力データ通信システムなど、既存の
無線LAN、スマートフォン等と接続した利用形態が想定されており、そのような利用を可能とする
ような制度整備が望まれる。
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今後の検討課題

（１）無線LANの高度化に資する検討
5.2GHz帯自動車内無線LANシステムを含む将来の無線LANに関して、IEEE等の国際標準化の

動向に注視し、新たな利用ニーズや技術方式に迅速に対応するため、無線LANの高度化に必要な
技術的条件の見直しを図る。

（２）周波数共用条件の見直しの検討
5.2GHz帯自動車内無線LANシステムの導入にあたっては、WRC-19結果を踏まえた周波数共用

条件に基づき技術的条件を定めているが、5150-5250MHz帯周波数の電波を使用する移動衛星通
信システムとの共用条件に影響を及ぼす事象が生じ、又は生じる恐れのある場合には、当該共用
条件等の見直しを図る。

（３）マイナス利得を有するアンテナの適用可能性の検討
自動車内に無線LANを設置する際に、大きさ等の制約から、必ずしも十分な利得を有するアン

テナが利用できるとは限らず、特に海外ではアンテナ利得がマイナス7dBi程度の無線LANデバイ
スが存在するとの報告があり、このようなアンテナを使用すると空中線電力40mWでは十分な
EIRPが確保できず、無線LAN機能が著しく低下する恐れがある。
我が国の自動車通信機器メーカー等は、実装上支障が生じることはないとの見解がある一方、

海外と国内の規定を一致させた場合、設計・製造の優位性がある点を考慮すべきとの要望もある
ことから、必要に応じて、マイナス利得のアンテナ適用等の可能性について議論を行う。



22情報通信技術分科会 陸上無線通信委員会 構成員名簿（敬称略）

主 査
専 門 委 員

安藤 真 東京工業大学 名誉教授

主 査 代 理
専 門 委 員

豊嶋 守生 国立研究開発法人情報通信研究機構 ネットワーク研究所ワイヤレスネットワーク研究センター 研究センター長

委 員 森川 博之 東京大学 大学院 工学系研究科 教授

専 門 委 員 秋山 裕子 富士通株式会社 共通技術開発統括部 ソフトウエア化技術開発室長

飯塚 留美 一般財団法人マルチメディア振興センター ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

伊藤 数子 特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ 代表理事

河野 隆二 横浜国立大学大学院 工学研究院 教授 兼 同大学 未来情報通信医療社会基盤センター長

児玉 俊介 一般社団法人電波産業会 専務理事

齋藤 一賢 日本電信電話株式会社 技術企画部門 電波室長

田中 秀一 一般社団法人全国陸上無線協会 専務理事

田丸 健三郎 日本マイクロソフト株式会社 技術統括室 業務執行役員 ナショナルテクノロジー オフィサー

土田 健一 日本放送協会 放送技術研究所 伝送システム研究部 部長

日野岳 充 一般社団法人日本アマチュア無線連盟 専務理事

藤井 威生 電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 教授

藤野 義之 東洋大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授

本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長

松尾 綾子 株式会社東芝 情報通信プラットフォーム研究所 ワイヤレスシステムラボラトリー 室長

三谷 政昭 東京電機大学 工学部 情報通信工学科 教授

三次 仁 慶應義塾大学 環境情報学部 教授

吉田 貴容美 日本無線株式会社 シニアエキスパート



235.2GHz帯及び6GHz帯無線LAN作業班 構成員名簿（敬称略）

氏 名 所 属
梅比良正弘 南山大学理工学部電子情報工学科教授
足立 朋子 （株）東芝研究開発センターワイヤレスシステムラボラトリー研究主幹
石田 和人 フェイスブックジャパン（株）コンサルタント
伊藤 泰成 KDDI（株） 電波部管理グループマネージャー
井原 伸之 （株）フジテレビジョン技術局計画部部長職
大石 雅寿 大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文台天文情報センター特任教授
岸 博之 東京都総務局総合防災部防災通信課統括課長代理
小橋 浩之 スカパーJSAT（株）宇宙技術本部通信システム技術部第1チームアシスタントマネージャー（令和３年９月７日以降）
小林 佳和 日本電気（株）デジタルプラットフォーム事業部
斎藤 一賢 日本電信電話（株）技術企画部門電波室室長
城田 雅一 クアルコムジャパン合同会社標準化本部長
高田 仁 （一社）日本民間放送連盟企画部専任部長
鷹取 泰司 （一社）電波産業会無線LANシステム開発部会副委員長
津村 仁 内閣府 政策統括官（防災担当）付参事官（災害緊急事態対処担当）付参事官補佐（通信担当）
中川 義克 インテル（株）政策渉外部日本担当ダイレクタ
中牟田敏史 海上保安庁情報通信課システム整備室課長補佐
中村 淳一 国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室企画専門官
成清 善一 日本放送協会技術局計画管理部副部長
成瀬 廣高 （株）バッファローネットワーク開発部 ODM第一開発課課長
蓮池 真樹 スカパーJSAT（株）宇宙技術本部通信システム技術部第1チームアシスタントマネージャー（令和３年９月６日まで）
畠山 浩輝 警察庁情報通信局通信施設課課長補佐
菱倉 仁 （株）IPモーションモバイルソリューション事業部チーフエンジニア
藤本 昌彦 シャープ（株） 研究開発事業本部 副本部長
古川 英夫 （一社）JASPARコネクティビティWG主査
前田 規行 （株）NTTドコモ電波企画室電波技術担当課長
前原 朋実 （一社）無線LANビジネス推進連絡会技術・調査委員会副委員長
三島 安博 Apple Japan, Inc. Wireless Design Regulatory Engineer
村上 誉 （国研）情報通信研究機構ネットワーク研究所ワイヤレスネットワーク研究センターワイヤレスシステム研究室主任研究員
柳下 勇一 東京電力パワーグリッド（株）電子通信部通信ネットワーク技術センターネットワーク総括グループマネージャー
安江 仁 電気事業連合会情報通信部副部長

【主任】


